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１．職員の任免及び職員数に関する事項 

⑴職員の採用・退職の状況（平成２５年度） 

                    （単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵部門別職員数の状況 

                       （各年４月１日現在） 

区 分 

部 門 

職 員 数 対 前 年 

増 減 数 
主 な 増 減 理 由 

平成24年 平成25年 

一 

般 

行 

政 

部 

門 

 

議  会 

総務企画 

税  務 

民  生 

衛  生 

労  働 

農林水産 

商  工 

土  木 

１１  

３０１  

９３  

５９３  

６９  

  

７２  

４３  

１４５  

１１  

２８７  

８５  

５０７  

６９  

  

７２  

４１  

１４７  

  

△１４  

△ ８  

△８６  

  

  

  

△ ２  

２  

 

事務の民間委託及び事務の統廃合 

 

特区保育士の更新時期による減及

び事務の統廃合 

 

 

 

小 計 
１，３２７  

(  １５) 

１，２１９  

(  １８) 

△１０８  

(  ３) 

 

特 政 

別 部 

行 門 

教  育 

警  察 

１０３  １０１  △ ２   

小 計 
１０３  

(  ０) 

１０１  

(  ３) 

△ ２  

(  ３) 

 

公 会 

営 計 

企 部 

業 門 

等   

病  院 

水  道 

下 水 道 

そ の 他 

７  

１２  

４７  

３９  

７  

１１  

４６  

５２  

   

△ ５  

△ １  

 １３  

 

 

 

業務増（国保事業） 

小 計 
１０５  

(  ０) 

１１６  

(  ０) 

△ ７  

 

 

合   計 
１,５３５  

(  １５) 

１,４３６  

(  ２１) 

△９９  

（ ６） 

 

 (注) １ 職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者、派遣職員 

などを含み、臨時又は非常勤職員を除いています。 

ただし、特区認定により１年を超えて任用されている臨時的任用保育士１１０名を含んでいます。 

    ２ （ ）内は、再任用短時間勤務職員であり、外書きです。 

 

 

区 分 採  用 退  職 

一般事務  ８    ３４ 

土木 ３     ３ 

建築      １ 

保育士 １    １２ 

司書      １ 

歯科技工士      １ 

医師      １ 

現業職員      ６ 

再任用職員 ９     ６ 

任期付職員 ６     ７ 

  計 ２８ ７２ 
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２．職員の給与に関する事項 

⑴ 職員給与費の状況（一般会計予算） 

区  分 

 

職員数 

Ａ  

給      与      費 １人当たり 

給 与 費 

（Ｂ／Ａ） 
給   料 職員手当 期末･勤勉手当 計  Ｂ 

平成25年度 
 

1,221人  

千円 

4,791,792  

千円 

741,177  

千円 

1,711,972  

千円 

7,244,941 

千円 

5,934  

(注) １ 「職員手当」には、退職手当を含みません。 

   ２ 「給与費」は、当初予算に計上された額です。 

 

⑵ 職員の平均給料月額及び平均年齢の状況 

          （平成 25 年４月１日現在） 

区  分 平均給料月額 平均年齢 

一般行政職 338,146 円  44.2 歳  

技能労務職 331,256 円  48.2 歳  

 

⑶ 職員の初任給、経験年数別・学歴別平均給料月額の状況 

                                 （平成 25 年４月１日現在） 

区   分 初 任 給 
経験年数 

10年 20年 25年 30年 

一 般 

行政職 

大学卒 170,200 円  265,579 円  353,875 円  382,714 円  406,853 円  

高校卒 140,100 円  207,825 円  308,188 円  354,225 円  375,395 円  

(注) 「経験年数」とは、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合は採用後の 

年数で、採用前に民間の職歴等がある場合にはその期間を換算した年数を加算した 

ものです。 

 

⑷ 一般行政職の級別職員数の状況 

                             （平成 25 年４月１日現在） 

区 分 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級 ５ 級 ６ 級 ７ 級 ８ 級 計 

標準的 

な職務 

内容  

主 事 

技 師 

主 事 

技 師 

主 任 係 長 課長補佐 

 

課 長 次 長 部 長  

職員数 
66人 65人 

（ 19） 

272人 180人 149人 74人 28人 11人 845人 

（ 19） 

構成比 
7.8％ 7.7％ 

(100.0) 

32.2％ 21.3％ 17.6％ 8.8％ 3.3％ 1.3％ 100.0％ 

(100.0) 

参 

 

考 

１年前 

構成比 

8.7％ 7.6％ 

(100.0) 

31.7％ 20.3％ 18.0％ 8.7％ 3.7％ 1.3％ 100.0％ 

(100.0) 

５年前 

構成比 

8.9％ 11.6％ 

(100.0) 

26.2％ 20.2％ 18.9％ 9.8％ 3.1％ 1.3％ 100.0％ 

(注) １ 「職員数」とは、鳥取市職員給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 

   ２ 「標準的な職務内容」とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。 

   ３ 職員数の( )内は、再任用短時間勤務職員で、外書きです。 
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⑸ 職員手当の状況 

 

区  分 内        容 支給実績 

扶養手当 

扶養親族のある職員に支給されます。 

区   分 月 額 

配偶者 13,000円 

配偶者以外の扶養親族  6,500円 

配偶者のない職員の扶養親族のうち１人 11,000円 

満16歳の年度始めから満22歳の年度末まで

の子１人の加算額 

 5,000円 

 

（平成25年４月の支給実績） 

支給総額 
支 給 

職員数 

支給職員 
１人当たり 
平均支給額 

12,598千円 633人 19,900円 
 

調整手当 

民間における賃金、物価及び生計費が特に高い地域に在勤

する職員又は採用が困難な職（医師・歯科医師）の職員に

支給されます。 

支給対象 

地 域 等 

医  師 

歯科医師 
大阪市 

支給割合 15％ 15％ 
 

（平成25年４月の支給実績） 

支給総額 
支 給 

職員数 

支給職員 
１人当たり 
平均支給額 

167千円 3 人 55,800円 
 

通勤手当 

交通機関等を利用し、又は自動車等を使用して通勤してい

る職員（通勤距離が片道２㎞以上）に支給されます。 

○交通機関等利用者 

 定期券等の価格により１月当たり55,000円まで全額支給 

○自動車等の交通用具使用者 

片道の距離 月 額 

２㎞以上５㎞未満  2,000円 

５㎞以上10㎞未満  4,100円 

10㎞以上15㎞未満  6,500円 

15㎞以上20㎞未満  8,900円 

20㎞以上25㎞未満 11,300円 

25㎞以上30㎞未満 13,700円 

30㎞以上35㎞未満 16,100円 

35㎞以上40㎞未満 18,500円 

40㎞以上45㎞未満 20,900円 

45㎞以上50㎞未満 21,800円 

50㎞以上55㎞未満 22,700円 

55㎞以上60㎞未満 23,600円 

60㎞以上 24,500円 
 

（平成25年４月の支給実績） 

支給総額 
支 給 

職員数 

支給職員 
１人当たり 
平均支給額 

5,987千円 1,083人 5,500円 
 

住居手当 

住宅を借りて月額12,000円を超える家賃を支払っている職

員に支給されます。 

○借家、借間居住者 

  家賃月額23,000円以下の場合 家賃月額－12,000円 

  家賃月額23,000円を超える場合 

     家賃月額－23,000円 ＋11,000円 

         ２ 

    ※最高支給限度額 27,000円 

 

（平成25年４月の支給実績） 

支給総額 
支 給 

職員数 

支給職員 
１人当たり 
平均支給額 

4,293千円 170人 25,300円 
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管 理 職 

手  当 

管理又は監督の地位にある職員に支給されます。 

区 分 月額 

1種（部長級） 75,200円 

2種（次長級） 66,400円 

3種（次長級） 62,000円 

4種（課長級） 58,200円 

5種（課長級） 54,000円 

6種（課長補佐級） 43,600円 

7種（課長補佐級） 39,700円 
 

（平成25年４月の支給実績） 

支給総額 
支 給 

職員数 

支給職員 
１人当たり 
平均支給額 

12,699千円 245人 51,800円 
 

初 任 給 

調整手当 

採用による欠員の補充が困難である職（医師・歯科医師）

の職員に支給されます。 

（平成25年４月の支給実績） 

支給総額 
支 給 

職員数 

支給職員 
１人当たり 
平均支給額 

612千円 2 人 306,000 円 
 

単身赴任 

手  当 

異動等により、単身で生活することとなった職員に支給さ

れます。 

23,000円＋職員の住居と配偶者の住居との間の交通距離による加算額

（6,000～45,000円） 

（平成25年４月の支給実績） 

支給総額 
支 給 

職員数 

支給職員 
１人当たり 
平均支給額 

70千円 2人 35,000 円 
 

特殊勤務 

手  当 

著しく危険、不快、不健康又は困難な勤務に従事した職員

に支給されます。 

手当の名称 支給額 

滞納処分手当 差押調書１通 300円 

感染症防疫等手当 日額  1,000円 

行旅死亡人取扱等手当 １回  1,500円 

特殊現場作業手当  

・下水道管内に立入っての点検・検査 日額   750円 

毒劇物取扱手当 日額   100円 

用地交渉等手当 日額  1,000円 

動物死体処理手当 日額   300円 

特殊自動車運転手当 日額   300円 

医療業務手当 職務の級に応じて 

月額30,000円～68,000円 
 

（平成25年４月の支給実績） 

支給総額 
支 給 

職員数 

支給職員 
１人当たり 
平均支給額 

92千円 30人 3,100円 
 

時 間 外 

勤務手当 

正規の勤務時間を越えて勤務した職員に支給されます。 

 

（平成25年４月の支給実績） 

支給総額 
支給対象 

職員数 

支給対象職員 
１人当たり 
平均支給額 

32,519千円 778人 41,800円 
 

休日勤務

手  当 

休日等（国民の祝日及び年末年始の休日）において、正規

の勤務時間中に勤務した職員に支給されます。 

（平成25年４月の支給実績） 

支給総額 
支給対象 

職員数 

支給対象職員 
１人当たり 
平均支給額 

469千円 43人 10,900円  
 

夜間勤務 

手  当 

正規の勤務時間として深夜（午後10時～翌朝５時）に勤務

した職員に支給されます。 

（平成25年４月の支給実績） 

支給総額 
支給対象 

職員数 

支給対象職員 
１人当たり 
平均支給額 

― 千円 ― 人 ― 円 
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宿日直 

手 当 

正規の勤務時間以外の時間及び休日等において、庁舎、設

備の保守等のために宿日直勤務を行った職員に支給されま

す。 

○勤務１回につき 4,200円 

 （１回の勤務時間が５時間未満の場合は半額） 

（平成25年４月の支給実績） 

支給総額 
支給対象 

職員数 

支給対象職員 
１人当たり 
平均支給額 

― 千円 ― 人 ― 円 
 

管理職員

特別勤務

手  当 

臨時又は緊急その他の公務の必要により、土・日曜日、休

日等に勤務した管理職員に支給されます。（管理職員には

時間外勤務手当等は支給されません。） 

○勤務１回につき 

区 分 支給額 

1種（部長級） 10,000円 

2種（次長級）～ 

   5種（課長級） 
9,000円 

6種（課長補佐級） 

7種（課長補佐級） 
8,000円 

（勤務時間が7時間45分を越える場合は、×150/100を乗じ

た額が支給されます。） 

（平成25年４月の支給実績） 

支給総額 
支給対象 

職員数 

支給対象職員 
１人当たり 
平均支給額 

368千円 17人 21,600円 
 

期末手当 

勤勉手当 

（平成25年度の支給割合） 

 課長級以下 次長級以上 

区 分 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 

６月期 1.225月分 0.675月分 1.025月分 0.875月分 

12月期 1.375月分 0.675月分 1.175月分 0.875月分 

計 2.6月分 1.35月分 2.2月分 1.75月分 

職制上の段階､職務の級等による加算措置   有 

（平成25年６月期の支給実績） 

支給総額 
支 給 

職員数 

支給職員 
１人当たり 
平均支給額 

874,803千円 1,294人 676,046円 
 

退職手当 

退職時の給料月額に勤続年数に応じた支給率を乗じて支給

されます。 

（平成25年4月１日現在） 

支給率 自己都合 勧奨･定年 

勤続20年 23.03  月分 28.7875 月分 

勤続25年 32.83  月分 38.955 月分 

勤続35年 46.55  月分 55.86 月分 

最高限度額 55.86  月分 55.86 月分 

○その他の加算措置  

・定年前早期退職特例措置(２～20％加算) 

 ・在職期間中の公務貢献度に応じた調整額 

（平成25年度の支給実績） 

支給総額 
支 給 

職員数 

支給職員 
１人当たり 
平均支給額 

千円 

1,117,121 

人 

62  

千円 

18,018  
 

災害派遣 

手  当 

災害応急対策又は災害復旧のため、他の地方公共団体等か

ら職員の派遣等を受けた場合に、派遣された職員に対して

支給されます｡ 
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⑹ 特別職の報酬等の状況 

 （平成 25 年４月１日現在） 

区  分 給料月額等 

給 

料 

市   長 1,026,000円 

副 市 長   850,000円 

報 

酬 

議   長   584,000円 

副 議 長   513,000円 

議   員   475,000円 

期 

末 

手 

当 

市   長 (平成25年度に支給した割合) 

６月期 1.40 月分 

12月期 1.55 月分 

計 2.95 月分 

加算措置 有 

副 市 長 

議   長 

副 議 長 

議   員 

 

 

３．職員の勤務時間その他勤務条件に関する事項 

⑴職員の勤務時間（一般職の標準的なもの） 

１週間の勤務時間 開始時刻 終了時刻 休憩時間 

３８時間４５分 ８：30 17：15 12：00～13：00 

 

⑵年次有給休暇の取得状況（平成２５年） 

総付与日数 

(a) 

総取得日数 

(b) 

全対象職員数 

(c) 

平均取得日数 

(b)／(c) 

消化率 

(b)／(a) 

日 

  47,514 

日 

  12,792 

人 

   1,210 

日 

    10.6 

％ 

    26.9 

（注）１ 全対象職員数とは、平成 25 年１月１日から平成 25 年 12 月 31 日までの全期間を在職した職員に限り、 

当該期間の中途に採用された者及び退職した者並びに当該期間中に育児休業、休職の事由がある職員並 

びに派遣職員を除きます。 

２ 総付与日数とは、平成 25 年１月１日現在において各職員に付与された日数（前年からの繰越分を含 

む｡）を全対象職員にわたって合計したものです｡ 

 

 

４．職員の休業に関する状況 

⑴育児休業の状況（平成２５年度） 

（単位：人） 

 

 

 

 

 

⑵育児部分休業の状況（平成２５年度） 

（単位：人） 

 

 

 

 

 

⑶自己啓発休業の状況（平成２５年度） 

（単位：人） 

 

 

 

 

区   分 男性 女性 

新たに取得した者 ０ １７ 

前年度から引き続いている者 ０ ２６ 

区   分 男性 女性 

新たに取得した者 ０ ４ 

前年度から引き続いている者 ０ ２ 

区   分 男性 女性 

新たに取得した者 ０ ０ 

前年度から引き続いている者 ０ １ 
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５．職員の分限及び懲戒処分に関する事項 

⑴分限処分者数（平成２５年度） 

（単位：人） 

         処分の種類 

処分事由 

降任 免職 休職 降給 合計 

勤務実績がよくない場合      

心身の故障の場合   ５０  ５０ 

職に必要な的確性を欠く場合      

職制、定数の改廃、予算の減少に

より廃職、過員を生じた場合 

     

刑事事件に関し起訴された場合      

※同一の者が複数回にわたって分限処分に付された場合は重複して計上。 

 

⑵懲戒処分者数（平成２５年度） 

（単位：人） 

         処分の種類 

処分事由 

戒告 減給 停職 免職 合計 訓告等 

法令に違反した場合  １ １  ２ ４ 

職務上の義務に違反し又は職務

を怠った場合 

１  １  ２ ７ 

 

全体の奉仕者たるにふさわしく

ない非行のあった場合 

  １  １ １ 

 

 

６．職員の服務に関する事項 

⑴職員の営利企業等従事許可の状況（平成２５年度） 

（単位：件） 

営利企業等の従事の内容 許可件数 

営利を目的とする会社、その他の団体の役員、顧問、評議員及び当該会社、団体の重要方針

決定に参画する上級職員の地位を兼ねる場合 
０ 

自ら営利を目的とする私企業を営む場合 ０ 

報酬を得て事業又は事務に従事する場合（統計調査員、交通安全指導員、体育指導員、講師

等） 

２６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

- 8 - 

 

７．職員の研修及び勤務成績の評定に関する事項 

⑴職員の研修の状況（平成２５年度） 

研  修  区  分 研修回数 参加者数等 備  考 

新規採用職員研修 1 19 新規採用職員（任期付き含む） 

企業体験研修 1 12 新規採用職員 

協働のまちづくり研修 1 13 新規採用職員 

アサーティブコミュニケーション研修 3 120 
採用 3～7年目の職員及び保

育園長、幼稚園長 

男女共同参画研修 2 550 

全職員（嘱託・臨時職員含む）

の 2分の 1程度 

各地区公民館職員 1名程度 

男女共同参画研修(タイムマネジメント) 1 71 課長補佐、副所長 

人権研修 19 788 
新規採用職員、係長、嘱託職

員、臨時職員 

業績評価目標設定研修 4 512 主事、主任級 

新任評定者研修 1 28 新任評定者 

ＣＳ研修（定住自立圏） 3 83 係長級 

ハラスメント研修（定住自立圏） 2 86 課長補佐級 

倫理研修（定住自立圏） 1 11 採用 7年目の職員 

接遇研修（定住自立圏） 1 37 電話診断実施課、公募 

新規採用職員研修（定住自立圏） 1 13 新規採用職員 

健康管理研修 2 125 係長級職員 

ハラスメント防止研修 4 238 
地区公民館（館長・主任・主

事） 

公務員倫理研修 3 118 主事級職員 

メンタルリハーサル研修 1 20 
採用後 2年目の職員及び昨年

未受講者 

メンタルヘルス（安全配慮義務）研修 1 45 新任管理職及び昨年未受講者 

係長級昇任前研修 3 163 

係長級昇任前職員（平成 10

年～平成 20 年度に主任級昇

任後、実務経験が 4年以上の

職員 

コーチング研修 1 21 新任所属長及び再受講希望者 

プレゼンテーションセンスアップ研修 3 177 管理職 

階層別研修（新規採用、３年目職員、５年目職員、中堅職員、

新任係長、新任課長補佐、新任課長等） 
9 141 

県職員人材開発センター 

能力開発・向上研修、各種基礎研修、語学講座、通信教育等 42 208 県職員人材開発センター 

派遣研修等（自治大学校、市町村職員中央研修所、市町村職員

国際文化研修所、国土交通大学校、放送大学） 
48 49  

 

 

⑵職員の勤務評定の状況（平成２５年度） 

評定の回数 １回 

評定の時期 １月 

評定の対象人数 １，１８４人 
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８．職員の福祉及び利益の保護に関する事項 

⑴健康診断の状況（平成２５年度） 

健康診断の種類 受診者数（延人数） 

定期健康診断 ５００ 

人間ドッグ ７８３ 

がん検診（肺がん、胃がん、大腸がん）※人間ドッグ受検者を除く ３１５ 

婦人検診（子宮がん、乳がん、甲状腺がん）※人間ドッグ受検者を除く １３０ 

 

 

⑵福利厚生事業の状況（平成２５年度） 

① 財）鳥取県市町村職員互助会 

  ア 主な事業内容 

給付事業 入院見舞金、出産祝金、結婚祝金、弔慰金、入学祝金、退会せん別金等 

福祉事業 宿泊保養施設利用助成等 

貸付事業 普通貸付、修学貸付 

 

  イ 負担金の率等 

 負担率 
負担割合 

給料に係る率 期末手当等に係る率 

職員掛金 2.50/1,000 2.00/1,000 
職員：市＝１：１ 

市負担金 2.50/1,000 2.00/1,000 

 

 ②鳥取市職員互助会 

  ア 主な事業内容 

給付事業 結婚祝金、入学祝金、弔慰金、傷病見舞金、勤続祝金、退会記念品料等 

貸付事業 厚生資金貸付、制度融資（一般・住宅） 

その他 福利厚生施設（職員会館）及び売店の運営、生命保険等の団体取扱い等 

 

 イ 負担率 

 負担率（給料に係る率） 負担割合 

職員掛金 1.5/1,000 
職員：市＝１：１ 

市負担金 1.5/1,000 

 

 ウ 負担金額 

    市負担金決算額 １１，７７８千円（職員一人当たり８，８９６円） 

 

⑶公務災害補償の認定状況（平成２５年度） 

公務災害報償の認定状況（平成２５年度） 

区  分 認定件数 

公務災害 ５ 

通勤災害 ― 

 

⑷勤務条件に関する措置の要求の状況（平成２５年度） 

継続件数 措置要求件数 

なし なし 

 

⑸不利益処分に関する不服申立の状況（平成２５年度） 

継続件数 不服申立件数 

なし なし 

 


